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６ リスクアセスメント指針について 

６・１ リスクアセスメントの動向 

リスクアセスメントに関する諸外国の動向については、平成１０年、英国安全衛

生庁（ HSE ) において「リスクアセスメントのための５ステップ： Five steps to 

risk assessment」が発行され、平成１１年には、行動準則（code of practice）

である労働安全衛生管理規則（management of Health and Safety at Work 

Regulations 1999）において、リスクアセスメントが規定されている。行動準則は、

それ自体は義務ではないが、それと同等なレベルの対策が実施されていないと法令

違反を構成するという一種の行政解釈基準である。 

米国においては、米国安全衛生庁（OSHA）が平成 2 年に労働安全衛生マネジメン

トシステムに関するガイドラインである「安全衛生プログラム管理ガイドライン：

Safety and Health Program Management Guidelines」を発表し、その一環である

リスクアセスメントの手法として、「職場のハザードの分析・Job Hazard Analysis 

( JHA )」というリーフレットが発行されている。 

ＩＳＯにおいては、平成１１年に、主として機械類を製造する事業者向けに、「機

械類の安全性一設計のための基本概念、一般原則：ＩＳＯ 12100 - 1 、ＪＩＳ B 9700 

- 1」、「機械類の安全性－リスクアセスメントの原則：ＩＳＯ 14121、ＪＩＳ B 

9702 」等を策定し、機械の設計段階におけるリスクアセスメントについて規定し

ている。 

日本においても、これら諸外国の動向を踏まえ、「化学物質等による労働者の健

康障害を防止するため必要な措置に関する指針」（平成１２年３月３１日付け公示

第１号）のほか、「機械の包括的な安全基準に関する指針」（平成１３年６月１日付

け基発第５０１号）を制定した。 

また、「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」（平成１８年３月１０日付け

公示第１号）は、これら諸外国の文献を調査した上で、それらとの整合性を図りつ

つ、過去の指針等を踏まえ、全ての業種、全ての規模の事業者に適用できるリスク

アセスメントの基本指針として制定されたものである。（「危険性又は有害性等の調

査等に関する指針の解説」（厚労省）） 
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６・２ 他の指針との関係 

「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」は、全ての業種、全ての規模の事

業者が調査等を実施する上での基本的事項をまとめられたものである。しかしなが

ら、調査等を実施する際には、危険性又は有害性の種類等に応じ、考慮すべき事項

や留意すべき事項が大きく異なることが多い。このため、化学物質を使用する事業

場における調査等の指針として、「化学物質等による労働者の危険又は健康障害を

防止するため必要な措置に関する指針」（平成１２年３月３１日付け公示第１号を

廃止し平成１８年３月３０日付け公示第２号として制定）危険性又は有害性等の調

査等に関する指針が、機械を使用する事業者に対する部分として「機械の包括的な

安全基準に関する指針」(平成１３年６月１日付け基発第５０１号を廃止し平成１

９年７月３１日付け基発第０７３１００１号を策定)が、リスクアセスメント指針

の詳細指針として位置付けられている。 

 

 

（参考） 

指針と基本的なフロー

開 始

調査の準備

危険性、有害性の特定

リスクの見積り

リスク低減対策の実施

記 録

合理的に実現可能な程度にリスク低くなったか

１１．記録

１．趣旨等、２．適用、３．実施内容

４．実施体制等
５．実施時期
６．調査等の対象の選定
７．情報の入手

８．危険性又は有害性の特定

９．リスクの見積りの方法

１０.リスク低減措置の検討及び実施

指 針
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７ リスクアセスメントとは、 

【テキスト】 

【２】 リスクアセスメントとは 

リスクアセスメントとは、作業場における危険性又は有害性を特定し、それによる労働災害

（健康障害を含む）の重篤度（災害の程度）とその災害が発生する可能性の度合を組み合わせ

てリスクを見積もり、そのリスクの大きさに基づいて対策の優先度を決めた上で、リスクの除

去又は低減の措置を検討し、その結果を記録する一連の手法をいいます。リスクアセスメント

によって検討された措置は、安全衛生計画に盛り込み、計画的に実施する必要があります。そ

の手順は概ね次のとおりです。 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ あらかじめ定めた危険性又は有害

性の分類に則して特定 

・ 労働者の疲労等の危険性又は有害

性への付加的影響を考慮 

・対策の優先度は？ 

・作業のやり方を変えられないか？ 

・何か設備的な対策がとれないか？ 

・ 管理的対策は可能か？ 

・災害になった時、ケガの程度は？ 

その作業は一日どの程度あるのか？ 

・そのリスクの大きさは？ 

・既存の対策は？ 

・リスクアセスメントの結果及び実施

したリスク低減措置を記録して、災

害防止のノウハウを蓄積し、次回の

リスクアセスメントに利用する。 

危険性又は有害性の特定 

リスクの見積り 

リスクを低減するための優先

度の設定 

リスク低減措置の検討 

優先度に対応したリスク低減

措置の実施 

記 録 
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 リスクアセスメントは、 

① 事業場のあらゆる危険性又は有害性を洗い出し 

② それらのリスクの大きさを見積り 

③ 労働者保護の観点から優先的に対処しなければならないものを個別に具体的に

明らかにする 

ことを体系的に進める手法である。 

多くの事業場で職場に存在する危険性又は有害性を見つけ出し、事前に安全衛生

対策を立てるために、安全衛生パトロール、ヒヤリハット報告、ＫＹ活動などが行

われている。リスクアセスメントは、これらの経験的な活動に対し、体系的、論理

的に進める点に特微があるといえる。そのリスクアセスメントには４つのステップ

がある。 

 

７・１ 第１ステップ 危険性又は有害性の特定 

まず、機械・設備、原材料、作業行動や環境などについて危険性又は有害性を特

定する。 

ここでの危険性又は有害性とは、危害をもたらす物、状況のことで、作業者が接

近することにより危険な状態が発生することが想定されるものをいう。 

危険性又は有害性は「ハザード」ともいわれる。 

 

７・２ 第２ステップ リスクの見積り 

次に、特定したすべての危険性又は有害性についてリスクの見積りを行う。リス

クの見積りはリスクの大きさを客観的に把握することである。 

 ここで「リスク」とは、危険性又は有害性によるけが
．．

や健康障害の発生の可能性

の度合とそれが発生したときの危害の重篤度を組み合わせて考えたものをいう。言

い換えれば、危険性又は有害性が作業者に及ぼす脅威度ともいえる。 

「発生の可能性」は、危険性又は有害性への接近の頻度や時間、回避の可能性等

を考慮して見積もるものであり、例えば「可能性が極めて高い（日常的に長時間行

われる作業に伴うもので回避困難なもの）」、「可能性が比較的高い（日常的に行われ

る作業に伴うもので回避可能なもの）」、「可 能 性 が あ る（非定常的な作業に伴

うもので回避可能なもの）」、「可能性がほとんどない（まれにしか行われない作業

に伴うもので回避可能なもの）」のように区分する例がある。 

「危害の重篤度」は、基本的に休業日数等を尺度として使用するものであり、例
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えば「致命的（死亡災害や身体の一部に永久損傷を伴うもの）」、「重大（休業災害

（１か月以上のもの）、一度に多数の被災者を伴うもの）」、「中程度（休業災害（１

か月未満のもの）、一度に複数の被災者を伴うもの）」、「軽度（不休災害やかすり傷

程度のもの）」のように区分する例がある。 

 

７・３ 第３ステップ リスクを低減するための優先度の設定・リスク低減措置の

検討 

  危険性又は有害性について、それぞれ見積られたリスクに基づいて優先度を設定

する。すなわち、リスク低減措置を実施するための優先順位を決定するとともに具

体的なリスク低減措置を検討する。 

 

７・４ 第４ステップ 優先度に対応したリスク低減措置の実施 

 リスクの優先度の設定の結果に従い、その除去や低減措置を実施する。 

リスク低減措置は、基本的に次の順序で検討、合理的に選択した方法を実施する。 

① 危険・有害な作業の廃止、変更等 

② インターロックの設置等の工学的対策 

③ マニュアルの整備等の管理的対策 

④ 個人用保護具の使用 
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８ リスクアセスメントの目的と効果 

 

【テキスト】 

【３】 リスクアセスメントの目的と効果 

１）リスクアセスメントの目的 

リスクアセスメントを導入し実施する、主な目的は次のとおりです。 

 

 

 

 

２）リスクアセスメントの効果 

 

リスクアセスメントを実施することにより、次のような効果が期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

３）リスクアセスメントの法的位置づけ 

 労働安全衛生法第２８条の２により、製造業注）では、リスクアセスメントの実施に努めなけ

ればなりません。 

注）製造業、林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、

各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・建具・じゅう器小売業、

燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業、機械修理業 

 

リスクアセスメントは、職場に存在する危険性又は有害性を直接把握し、危険性

又は有害性の程度を明らかにし、優先度に基づいて、必要な事項を決定し、リスク

を減少させていくための手法である。この手法を導入し実施方法を確立し、効果的

に運用していくことにより、職場の本質安全化が実現され、安全衛生水準の向上に

結び付くと考えられる。 

職場のみんなが参加して、職場にある危険の芽（リスク）とそれに対する対策の

実情を知って、災害に至る危険性と有害性を事前にできるだけ取り除いて、労働

災害が生じないような快適な職場にすることです。 

①職場のリスクが明確になります。 

②職場のリスクに対する認識を管理者を含め、職場全体で共有できます。 

③安全対策について、合理的な方法で優先順位を決めることができます。 

④残されたリスクについて「守るべき決め事」の理由が明確になります。 

⑤職場全員が参加することにより「安全」に対する感受性が高まります。 
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ｐ６で述べたようにリスクアセスメントを導入することにより、労働災害発生率

が減少しますが、次のような効果もあります。 

 

① 職場のリスクが明らかになる 

  

② 職場のリスクに対する認識を、管理者を含め、職場全体で共有できる 

 リスクアセスメントは、現場の作業者の参加を得て、管理監督者とともに進める

ので、職場全体の安全衛生のリスクに対する共通の認識を持っことができるように

なる。 

③ 安全衛生対策について、合理的な方法で優先順位を決めることが出きる 

 すべてのリスクは、可能な限り迅速に低減措置が取られるべきであるが、直ちに

そのすべてに対応できない場合も多い。そのようなときにリスクアセスメントの結

果を踏まえ、リスクの見積り結果等により、その優先順位を決定することができる。 

④ 残されたリスクについて「守るべき決め事」の理由が明確となる 

技術的、時間的、経済的に見て、すぐには適切なリスク低減措置ができない場合、

必要な管理的な措置を講じた上で、対応を作業者の注意に委ねることになる。 

この場合、リスクアセスメントに作業者が参加していると、「なぜ、注意して作

業しなければならないか」の理由が理解されているので、守るべき決めごとが守ら

れるようになる。 

⑤ 職場全員が参加することにより「安全衛生」に対する感受性が高まる 

 

このほか、リスクアセスメントでは、リスクレベルに対応した安全対策を選択す

ることが必要となるため、本質安全化を主眼とした技術的対策への取り組みを進め

ることが可能となる、とか、リスクアセスメントにおいて明らかになったリスクレ

ベルやリスク低減対策ごとに緊急性と人材や資金など、必要な経営資源が具体的に

検討され、費用対効果の観点から合理的な対策を実施することができようになる等

などのメリットがあげられている。 
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９ リスクアセスメント実施の手順 

９・１ 労働災害（健康障害を含む）が発生する仕組み 

 
【テキスト】 

【４】 リスクアセスメントの実施手順 

リスクアセスメントは、危険性又は有害性の特定からスタートします。作業場に存在する危険

性又は有害性をいかに特定するかが、リスクアセスメントを効果的なものにするか否かにかか

ってきます。 

１）労働災害（健康障害を含む）が発生する仕組み 

労働災害は、危険性又は有害性と人（作業者）の両者の存在があって、発生します。どちらか

が存在するだけでは、労働災害には至りません。例えばただ単に刃物があるだけでは、災害に

ならず、それを人が持って（使用して）初めて災害にいたるリスクが発生します。この状態で、

安全衛生対策の不備、不具合等があった場合、労働災害となります。これを図に表せば以下の

とおりです。 

 

危険性又は有害性 人

安全衛生対策の不備

労働災害

リスクの発生

    

     危険性又は有害性から労働災害（健康障害を含む）に至るプロセス 

 

 「人」が「危険性又は有害性」と接することにより「危険状態」が発生し、「安

全衛生対策の不備」があると「危険事象」を発生する。 
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９・２ リスクアセスメント導入の実施手順 

 
【テキスト】 

２）リスクアセスメント導入の実施手順 

リスクアセスメントを実施する場合の実施手順は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施する場合、企業全体が一斉に展開できればよいですが、特定の部門、特定の事業所、店

舗等から実施し、その結果に基づいて順次他の部門、事業所、店舗等にひろげてゆくことも有

効な方法です。 

ともかくリスクアセスメントの手法で「先ずはやってみる」という姿勢で取組むことが大切

です。 

 

 

先ずはトップの決意表明から。全員参加で実施する。実施体制 

  実施時期 

危険性又は有害性の特定 

情報の入手 

リスクの見積り 

リスク低減措置 

結果の記録 

設備、作業方法を新規に採用した時、又は変更し

た時等に実施する。

作業単位で危険性又は有害性を特定する。 

作業手順書、ヒヤリハット事例等の情報等を入手する。

リスク見積りの方法(P )で見積もる。 

先ずは、作業のやり方・手順を見直し、改善の方法

を考える。 

次に設備、最後は作業手順の作成と教育を徹底す

ノウハウとして蓄積、伝承する。 

優先度に対応した低減措置の実施 



 23

９・３ 実施体制 

 

【テキスト】 
３）実施体制について（経営トップの決意表明と推進組織） 

・リスクアセスメントを導入する場合、経営のトップは、従業員や関係者に自らの意思として

「リスクアセスメントを行う」ことを宣言する必要があります。 

・事業所や店舗のトップ（総括安全衛生管理者）が実施を統括管理します。 

・事業場や店舗の安全管理者、衛生管理者等が実施を管理します。 

・安全衛生委員会等を活用し、労働者を参画させます。 

・その職場の作業指揮者（職長）を参画させます。 

・ 必要な教育を実施します。 

 

推進体制の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスクアセスメントの実施は、労働安全衛生マネジメントシステム整備の一環と

位置づけて、その整備体制との一元的な関係の下に、リスクアセスメントを実施す

るための推進体制を明確化することが大切である。 

推進体制は、事業場全体の運営を行う担当部門と、実際にリスクアセスメントを

実施し、リスクの低減措置を実施する実行責任部門から構成される。 

事業場全体の運営を行う担当部門は、安全衛生担当部であり、安全衛生スタッフ

は事業場全体の運営を図っていく。一方、リスクアセスメントを実際に実施するの

は各職場（一般的には、部署単位）であり、各職場の長（課長など）は職場におけ

る実行状況について、さらに部門の長（部長など）は部門における実行状況につい

てそれぞれ責任を負うことになる。 

なお、職場の長が、業務内容が異なる複数の職場（例えば、係など）を管理してい

社長（支社長） ―  部長 ― 課長  ―  作業指揮者 ― 作業者 

 

総括安全衛生管理者   安全管理者、衛生管理者  ［職長］ 

             又は安全衛生推進者       
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る場合もあるので、実際のリスクアセスメントは業務内容等を勘案して、さらに細

分化した職場単位で実施することとしても差し支えない。 
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９・４ 実施時期 
【テキスト】 

４）実施時期 

実施時期については、設備又は作業方法を変更したり、新規に採用した場合や、労働災害が

発生した場合等がありますが、「先ずは、リスクアセスメントをやってみよう」ということで、

危ないと思われる作業・作業場所を導入時の対象として絞り込み、できるところからリスクア

セスメントを始めてみましょう。 

リスクアセスメントの指針は、労働安全衛生法第２８条の２の規定に基づき、当

該措置が各事業場において適切、かつ、有効に実施されるよう、その基本的な考え

方及び実施事項について定められたものであり、その実施すべき時期は労働安全衛

生規則第 24 条の１１に限定的に示されており、これを受けて指針では具体的には、

次のように示している。 

① 建設物を設置し、移転し、変更し、又は解体するとき 

② 設備を新規に採用し、又は変更するとき 

③ 原材料を新規に採用し、又は変更するとき 

④ 作業方法又は作業手順を新規に採用し、又は変更するとき 

⑤ その他、次のような場合等、事業場におけるリスクに変化が生じ、又は生ずる

おそれのあるときをあげている。 

ⅰ労働災害が発生した場合であって、過去の調査等の内容に間題がある場合 

ⅱ前回の調査等から一定の期間が経過し、機械設備等の経年による劣化、労働

者の入れ替わり等に伴う労働者の安全衛生に係る知識経験の変化、新たな安

全衛生に係る知見の集積等があった場合 

 しかし、１回のリスクアセスメントですべてのリスクを特定し、対処していくこ

とは困難である。このような点も含め、事業場の安全衛生水準の向上のためには、

指針で定められた実施時期に加え、リスクアセスメントを年に１回以上定期的に実

施し、その結果を踏まえて直ちに改善が可能なものは改善を行い、改善に期間と予

算を要するもの等にあっては、暫定的な措置を講じた上で、翌年の安全衛生計画に

盛り込むなどして計画的に改善を進めていくことが重要である。 

また、指針は基本的な考え方及び実施事項について定めたものであり、指針の中

においても各進め方等について、指針で例示されたもの以外の方法での取り組みも

認められている。既にそれぞれの事業場の実態等を踏まえた効果的な取り組みが行

われている場合等にあっては、それをあえて変更する必要はないものである。
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９・５ 情報の入手 

【テキスト】 
５）情報の入手 

入手すべき情報としては、ヒヤリハット、ＫＹＴ（危険予知活動）の事例、安全パトロール

結果、類似災害情報等があり、これらを作業者から報告させる仕組みが必要です。 

(注) 「ヒヤリハット」とは、労働災害には至らないが、人が危険な状況や環境条件等に感覚

的に「あぶない」、「有害だ」と感じ、ヒヤリとしたり、ハットした出来事を表す言葉です。こ

れをメモ帳やノートに書留めておきますと安全の作業打合せなどに役立ちます。 

安全衛生関係情報、災害統計、安全衛生管理記録、安全衛生活動記録などの資料

をもとに、職場における危険性又は有害性に関する情報を把握する。 

指針でも具体的にあげているが、次のようなものが考えられる。 

①作業標準・作業手順書 

②災害統計 

③災害／事故事例及び発生状況 

④ヒャリハット事例 

⑥ 機械、設備等の仕様書及び取扱説明書 

⑦ 化学物質等の安全データシート（ＭＳＤＳ） 

⑧ 過去のリスクアセスメントの記録 

⑨ 機械設備等のレイアウト等作業の周辺の環境に関する情報 

⑩ 混在作業による危険性等、複数の事業者が同一の場所で作業を実施する状況に

関する情報 

⑪ 安全衛生関係教育記録・職場パトロールの記録 

⑫ 作業環境管理の記録（作業環境測定の結果等） 

⑬ 職場の改善の記録 

⑭ 作業管理の記録 

⑮ 緊急事態発生時の対応の記録 

⑯ 職場改善提案の記録及びその具休的内容 

⑰ 危険予知活動の記録・整理整頓活動（４Ｓ）記録 

⑱ 健康診断結果及びそのフォロー状況の記録（一般健診及び特殊健診） 

⑲ 法令、業界・社内基準等の基準類 

⑳ その他の職場安全衛生活動の記録や調査等の実施にあたり参考となる資料等 
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９・６ 危険性又は有害性の特定 

【テキスト】 

６）危険性又は有害性の特定 

危険性又は有害性の特定を行う場合は、別表１の「危険性又は有害性の特定の着眼点」、別表２の

「主な危険性又は有害性と発生のおそれのある災害の例」を参照するとともに以下のことに留意し

ましょう。 

・ 対象作業取扱いマニュアルや作業手順書を用意しましょう。（それらがない場合は、作業の概要

を書き出しましょう）。 

・ 対象作業をわかりやすい単位で区分しましょう。 

・ 危険性又は有害性の特定は「～なので、～して、～になる」という形で書き出しましょう。 

・ 日常の仕事とは違う目、すなわち危険がないかという目で、現場を観察してみましょう。（過去

に起こった災害は、そんなことが起きるわけがないと思われるような災害が多いものです。） 

・ 機械や設備は故障しますし、人はミスを犯すということを前提に作業現場を観察してみましょ

う。 

危険性又は有害性等の特定に当たって指針は、次のとおり定めている。 

① 作業標準等に基づき、労働者の就業に係る危険性又は有害性を特定するために

必要な単位で作業を洗い出した上で、各事業場における機械設備、作業等に応

じてあらかじめ定めた危険性又は有害性の分類に則して、各作業における危険

性又は有害性を特定する。 

② ①の危険性又は有害性の特定に当たり、労働者の疲労等の危険性又は有害性へ

の付加的影響を考慮する。 

また、同指針の施行通達には、次のように述べている。 

「作業の洗い出し」は、作業標準、作業手順等を活用し、危険性又は有害性を特

定するために必要な単位で実施するものである。作業標準がない場合には、当該作

業の手順を書き出した上で、それぞれの段階ごとに危険性又は有害性を特定する必

要がある。 

「危険性又は有害性の分類」には、指針の別添３の例のほか、ＩＳＯ、ＪＩＳや

ＧＨＳ（化学品の分類及び表示に関する世界調和システム）で定められた分類があ

る。各事業場で設備、作業等に応じて定めた独自の分類がある場合には、それを用

いることも差し支えない。 

労働者の疲労等により、負傷又は疾病が発生する可能性やその重篤度が高まること

を踏まえて、危険性又は有害性の特定を行う必要がある。 



 28

９・７ リスクの見積り 

 

【テキスト】 

７）リスクの見積り 

特定された危険性又は有害性に対して、リスクの見積り方法に基づきリスクの大きさを見積

もります。 

リスク見積りにあたり、留意すべき事項は、次のとおりです。 

・ リスクの見積りは、極力複数の人で実施しましょう。多様な観点があった方がより適切な

見積りができるからです。 

・ リスク見積りのメンバーのリーダーは、必ずしも上位職の者とはかぎりません。作業内容

を最もよく知っている人がなりましょう。 

・ リーダーは意見の調整役に徹するように努めましょう。 

・ 現在行っている安全対策を考慮してリスクの見積りを行いましょう。 

・ リスクの見積りにあたっては、具体的な負傷・疾病を想定しましょう。 

・ 見積りした値がばらついた時は、よく意見を聞いて調整しましょう（こうだと決め付けて

はいけません。メンバーの経験、知識、年齢、性別等それぞれ違うので、バラつくのが当

然と考えましょう。） 

見積りの値は平均点ではなく、多数決で決めるものでもありません。グループで話し合い、

合意したものとしましょう。 

・ 見積りの値については、説明のつくものでなければなりません（やま勘は禁物です）。 

・ 過去に発生した災害の重篤度ではなく、最悪な状況を想定した重篤度で見積も

りましょう。 

・ 見積りの値はグループの中で、最もリスクを高く見積もった評価値を出した人からよく意

見を聴き、メンバーの納得のもとに採用しましょう。 

これらの点に留意し、グループで意見を出し合い、話し合い、意見の違いについてはお互い

に調整し、最終的にはグループの総意として集約します。これらの過程により、情報や認識が

共有化されます。 
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 リスクの見積りの方法として、厚生労働省のリスクアセスメント指針は次のとお

り定めている。 

９ 事業者は、リスク低減の優先度を決定するため、次に掲げる方法等により、危

険性又は有害性により発生するおそれのある負傷又は疾病の重篤度及びそれらの

発生の可能性の度合をそれぞれ考慮して、リスクを見積もるものとする。ただし、

化学物質等による疾病については、化学物質等の有害性の度合及びばく露の量をそ

れぞれ考慮して見積もることができる。 

ア 負傷又は疾病の重篤度とそれらが発生する可能性の度合を相対的に尺度化し、

それらを縦軸と横軸とし、あらかじめ重篤度及び可能性の度合に応じてリスクが

割り付けられた表を使用してリスクを見積もる方法 

イ 負傷又は疾病の発生する可能性とその重篤度を一定の尺度によりそれぞれ数

値化し、それらを加算又は乗算等してリスクを見積もる方法 

ウ 負傷又は疾病の重篤度及びそれらが発生する可能性等を段階的に分岐してい

くことによりリスクを見積もる方法 

  

 この場合、リスクの見積りは、優先度を決めるために行うものであるので、必ず

しも数値化する必要はなく、相対的な分類でも差し支えないとしている。したがっ

て、リスク見積りの方法には種々のものが提案されているが、テキストでは、その

内で最も単純な「マトリックス法」といわれているものを採用している。この方法

は、単純で簡単ではあるが、リスクアセスメントを始めるにあたって、その第一歩

としては、必要、かつ、十分に有効であると考えられる。 

 この方法による具体的なリスクの見積りの方法は次のとおりである。 

①「危険性又は有害性の特定」としてあげられた作業について現在採られている災

害防止対策について調べる。 

② 作業内容と現在の対策を考慮して、表１の「重篤度の区分」の表にてらし、「重

篤度」（○ △ ×）を決める。 

③ 次に表２の「可能性の区分」の表にてらし、「発生の可能性」（○ △ ×）を

決める。 

④ さらに、「重篤度」と「発生の可能性」から、表３の「重篤度」の該当する縦の

欄と「発生の可能性」の該当する横の欄の交差する箇所のレベル（Ⅰ Ⅱ Ⅲ）

を見る。 

⑤ 表３のレベル（Ⅰ Ⅱ Ⅲ）に相当する表４の欄から優先度を決定する。 
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リスク見積りの方法（マトリックス法の例） 

表 1 負傷又は疾病の重篤度の区分 

重篤度（被災の程度） 被災の程度・内容の目安 

致命的・重大 
 

・死亡災害や身体の一部に永久的損傷を伴うもの 

× ・休業災害（１ヶ月以上のもの）、一度に多数の被災者を伴うもの 

中程度 

△ 
・休業災害（１ヶ月未満のもの）、一度に複数の被災者を伴うもの 

軽度 

○ 
・不休災害やかすり傷程度のもの 

 

表 2 負傷又は疾病の発生の可能性の度合の区分 

発生の可能性の度合 内容の目安 

高いか比較的高い ・毎日頻繁に危険性又は有害性に接近するもの 

× ・かなりの注意力でも災害につながり回避困難なもの 

   

可能性がある ・故障、修理、調整等の非定常的な作業で危険性又は有害性に時々 

△  近接するもの 

  ・うっかりしていると災害になるもの 

ほとんどない 
・危険性又は有害性の付近に立ち入ったり、近接することが滅多にな

いもの 

○   

 ・通常の状態では災害にならないもの 
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表３ リスクの見積表 

負傷又は疾病の重篤度   

致命的（×） 中程度（△） 軽度（○）

高いか、比較的高い（×） Ⅲ Ⅲ Ⅱ 

可能性がある（△） Ⅲ Ⅱ Ⅰ 

 

ほとんどない（○） Ⅱ Ⅰ Ⅰ 

 

表４ 優先度の決定 

リスク 優先度 

Ⅲ 

（直ちに解決すべき又は

重大なリスクがある） 

措置を講ずるまで作業停止する必要がある。 

十分な経営資源（費用と労力）を投入する必要がある。 

Ⅱ 

（速やかにリスク低減措

置を講ずる必要のあるリ

スクがある） 

措置を講ずるまで作業を行わないことが望ましい。 

優先的に経営資源（費用と労力）を投入する必要がある。 

Ⅲ 

（必要に応じてリスク低

減措置を実施すべきリス

クがある） 

必要に応じてリスク低減措置を実施する。 

 

 

 

 

 

 

重篤度 
可能性の度合い 

負傷又は疾

病の可能性

の度合い 
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９・８ リスク低減方法の検討 

 

 【テキスト】 

８）リスク低減措置の検討及び実施 

リスク低減措置の検討を行う場合、法令に定められた事項がある場合には、それを必ず実施する

とともに、リスクの高いものから優先的に検討を行うことになります。 

その検討・実施にあたっての安全衛生対策の優先順位は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスク低減措置の原則は、まず危険作業をなくしたり、見直したりすることでリスクを減らす

ことを検討することです。それらが難しいときは、工学的対策を検討し、さらに管理的対策を検

討します。個人用保護具は最後の対策です。 

 

次に大切なことは「リスク低減措置実施後の検証」です。目的どおりのリスクに下がったかど

うか検証することは、リスクアセスメントの精度向上につながります。しかし、現状の技術上の

制約等により、対応が困難な場合は、リスクが残り「残留リスク」となります。「残留リスク」

については、直ちに、作業者に対して「決めごとを守るべき理由」「どんなリスクから身を守る

か」等どのような残留リスクがあるかを周知し、「暫定措置」を実施し、設備改善等の恒久対策

の検討・実施は、次年度の安全衛生管理計画などに反映させて、計画的に、解決を図ることが大

切です。 

 

 

１．危険作業をなくしたり、見直したりして、仕事の計画段階からの除去又は低減の措

置をとります。 

２．機械・設備の防護板の設置・作業台の使用などの物的対策を行います。 

３．教育訓練・作業管理等の管理的対策を行います。 

４．保護手袋など個人用保護具を使用します。 
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指針では、リスクの低減措置について、法令に定められた事項がある場合にはそ

れを必ず実施するとともに、次に掲げる優先順位でリスク低減措置内容を検討の上、

実施することとしている。 

① 危険な作業の廃止・変更等、設計や計画の段階から労働者の就業に係る危険性

又は有害性を除去又は低減する措置 

② インターロック、局所排気装置等の設置等の工学的対策 

③ マニュアルの整備等の管理的対策 

④ 個人用保護具の使用 

 

 なお、ＩＬＯの労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン（ＩＬＯ－ＯＳ

Ｈ－２００１）では次のように規定している。 

 

防止対策及び管理対策 

ハザード及び労働者の安全と衛生に及ぼすリスクが継続して特定され、評価される

こと。 

防止対策及びその対策は、次の優先順位に従い実施されること。 

（a) ハザード及びリスクを除去すること。 

（b) 工学的な管理又は組織的な対策を用い、ハザード及びリスクを発生源で管理

すること。 

（c) 経営上の管理対策を含めた安全作業システムを設計することにより、ハザー

ド及びリスクを最小限にすること。 

（d) 全体的な対策によってハザード及びリスクを管理できない場合、使用者は、

衣類を含めた適切な個人保護具を無料で支給するとともに、それらを正しく

使用し、維持管理することを確保するための対策を講じること。 

 

リスク低減措置の検討に当たり、リスク低減に要する負担がリスク低減による労

働災害防止効果と比較して大幅に大きく、両者に著しい不均衡が発生する場合であ

って、措置を講ずることを求めることが著しく合理性を欠くと考えられるときを除

き、可能な限り高い優先順位のリスク低減措置を実施する必要があることに留意す

る必要がある。 

  

「合理的に実現可能な程度に低い：as law as reasonably practicable(ALARP) の
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考え方は、ＩＬＯ・ＪＩＳや、英国安全衛生庁等において採用されている考え方で

ある。 

その内容は、英国等の運用では、リスク低減に要する負担とリスク低減による労

働災害防止効果を比較し、前者が後者と比較して著しく不均衡を欠くほど大きい場

合には、それ以上の対策を要しないとする考え方である。 
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９・９ 記録 

 

【テキスト】 
９） リスクアセスメント実施状況の記録と見直し 

 前の段階で検討したリスク低減対策設定後に想定されるリスクについて、リスクアセスメン

ト担当者等（又は安全衛生委員会等）による会議で審議し、事業場としてリスク低減対策の実

施上の優先度を判断し、具体的な活動へ進みます。 

 また、リスクアセスメントの実施結果が適切であったかどうか、見直しや改善が必要かどう

かを検討し、次年度以降のリスクアセスメントを含めた安全衛生目標と安全衛生計画の策定、

さらに安全衛生水準の向上に役立てることが望まれます。リスクアセスメント実施一覧表は実

施記録として保存します。 

 

 

次に掲げる事項を記録するものとする 

① 洗い出した作業 

② 特定した危険性又は有害性 

③ 見積もったリスク 

④ 設定したリスク低減措置の優先度 

⑤ 実施したリスク低減措置の内容 

 

この際、① 調査等を実施した日付及び実施者を明記すること、② リスク低減措

置には、当該措置を実施した後に見込まれるリスクを見積もることも含まれること、

③ 調査等の記録は、次回調査等を実施するまで保管する必要がある。 

なお、効果的なリスク低減のためには、リスク低減措置を実施した後に、再度リス

クを見積もり、合理的に実現可能なレべルまでリスクが低減していないことがわか

った場合に、具体的な追加措置の必要性を明確にし、次回の改善時にそれを実施す

ることが必要である 

 

 

 

 

 


